
※職員数はパート含む（令和7年3月31日現在）

３　令和６年度経営方針と重点事項

【経営方針】

１　地域福祉推進の中核機関として、住民や地域の民間団体、関係機関、行政と連携して支え合いの

　地域づくりを進める。

２　重層的支援体制整備事業の取り組みへの参画、すこやかプラザあだちへの一部部署の移転等、

　新たな事業の準備・検討を進める。

３　「第３次足立区地域福祉活動計画」及び「第４次社協発展・強化計画」の推進のため、組織横断

　型プロジェクトチーム（※）により重点項目の取組を進める。

　※　４つの重点項目（下記参照）ごとに常勤職員（課長・主査中心）の検討会を設け、所属課を

　　超えて社協一丸となって課題を検討して取り組みを進めている。

【重点項目】

１　広報・ＰＲ強化

　　区民に親しまれ、頼られる社協を目指すために広報を強化する。

２　災害時の支援体制強化

　　災害発生時における支援体制を強化するため、平時から多様な団体と幅広いネットワーク

　を構築する。

３　地域活動の支援

　　地域福祉活動計画の具現化に向け、地域住民を後押しする事業を推進する。

４　組織の基盤強化

　　業務の効率化や組織体制の見直し、財源基盤の強化等により、区民サービスの向上を図る。

職員数（実員）   常勤77名（派遣2名 固有75名）　再任用3名　非常勤等151名　合計231名 

基本財産 　450万円

２　組織機構図

　会長　小久保　隆
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３　令和６年度経営方針と重点事項

【その他特筆すべき事項】

１　令和7年度実施に向けた新規事業の企画や既存事業の見直し

（１）身寄りのいない高齢者の死後事務に特化した老い支度支援事業の企画・検討

（２）地域住民同士の支えあい活動の更なる推進をめざした、あいあいサポート事業における

　　世話人制度の試行

（３）シルバーステッキ支給事業からシルバーステッキ購入費助成事業への変更準備

２　設立70周年特別感謝状の贈呈にあわせた活動者の発掘、連携強化の取り組み

　　令和7年3月に開催した設立70周年記念式典において、地域活動を行う43の団体・個人に対して

　職員が取材し、リポートを作成。特別感謝状を贈呈するとともに、活動者との連携強化を目指した

　取り組みとして、活動者同士の交流の機会を設けた。
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４　令和６年度の主な公益目的事業等詳細内容

４　令和６年度の主な公益目的事業等詳細内容

（１）●●●●●●に関する事業重点項目１　広報・ＰＲ強化

ホームページの改修 - 1 回 1 回

決算額（単位:円）

情報発信力の強化 87,500 部 66,000 部 △ 21,500 部

決算額（単位:円）

ＰＲＰＴによる効果的な手法の検討 5 回 7 回 2 回

決算額（単位:円）

2,732,760 2,062,429 △ 670,331

【内容】
（ア）広報紙「あだち社協」発行
　　　社会福祉協議会の事業や地域福祉活動の広報のため、年3回広報紙を発行した。
　［発行部数］
　　66,000部（ダイジェスト版除く）
　　※　前年度比△21,500部：年4回発行を年3回発行に変更したため減となった。

　［配布方法］
　　　①　郵送…会員、理事・評議員、民生・児童委員、都内各社会福祉協議会
　　　②　回覧…町会・自治会
　　　③　配架…区民事務所、地域学習センター、庁舎、区内駅スタンド、足立成和信用金庫
　　　　　　　　地域包括支援センター、社協各拠点
　　　④　持参…区議会
　　　⑤　交換便…区内全交換先（359か所）
　　　⑥　その他…イベントや出前講座等での随時配布

（イ）ＳＮＳを活用した情報発信
　　　従来の紙媒体による広報から、より多くの方へ届けられるよう、FacebookやLINEによる情報発信を行っ
　　た。
　　　①　Facebook　175回
　　　②　LINE　　　 40回

【内容】
　メンバーによる会議を開催し、職員の広報についての意識、手法の統一を図るためのハンドブック「足立区
社会福祉協議会　広報コンセプトブック」の作成や、周知を図るための職員向け研修の企画、ホームページ改
修作業、次年度に向けたキャンペーンの企画などを行った。
（ア）会議回数…7回
（イ）「コンセプトブック」活用のための研修の実施…1回（50名参加）

決算額（単位：円）

令和５年度
(A)

令和６年度
(B)

増減(B-A)

2,732,760 2,419,929 △ 312,831

ウ

イ

0 0 0

主な内容
令和５年度
実績(C)

令和６年度
実績(D)

増減(D-C)

ア

0 357,500 357,500

【内容】
　令和5年度から下記PTを中心によりホームページの改善に向けた全課アンケートを行い、課題や要望を踏まえ
て改修に向けた検討会を実施。70周年式典に合わせてホームページを改修・公開した。
（ア）設立70周年特設ページを開設した。
（イ）検索機能の強化や、スマートフォン向け機能の強化など、利便性の向上を図った。
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４　令和６年度の主な公益目的事業等詳細内容

（２）●●●●●●に関する事業重点項目２　災害時の支援体制強化

災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ運営支援にかかる基盤整備
　（災害ボランティア登録者数）

357 名 458 名 101 名

決算額（単位:円） 288,902 809,876 520,974

【内容】
（ア）災害ボランティア登録制度の推進
　　　災害ボランティアの登録を促進するため、ホームページで登録説明動画を公開し、ウェブで登録や模擬
　　訓練を行うシステムを運用した。また登録者向けに、メールマガジンを配信し、災害情報や研修等の案内
　　を行った。
　　　①　災害ボランティア登録…458名（前年度357名　101名の増）
　　　②　メールマガジンの配信…23回（前年度21回　2回の増）

（イ）災害ボランティアセンターネットワーク会議の運営支援
　　　ＮＰＯや市民活動団体等と幅広いネットワークを構築し、大規模災害時に被災地のニーズに即した円滑
　　なボランティア活動を支援していくため、ネットワーク会議及び設置運営訓練を実施した。
　　　①　ネットワーク会議の開催…2回（前年度2回）
　　　②　災害ボランティアセンター設置運営訓練…1回（前年度1回）

（ウ）災害ボランティア活動助成金
　　　足立区外で災害ボランティアセンターもしくは復興支援センター等が開設されている被災地に赴き、
　　被災者を支援するためのボランティア活動等に参加した個人に対し、活動に要した交通費や宿泊費等の
　　一部を助成した。
　　　①　内容…被災地往復に要した交通費（ガソリン代含む）、被災地で2日以上活動した際の宿泊費
　　　②　金額…5,000円（月上限）、20,000円（年上限）
　　　③　実績…24件（計120,000円）（前年度7件34,000円　17件86,000円の増）
　　　④　派遣先…2県6市町村
 　　　　 令和6年1月期能登半島地震（石川県）23件（七尾市・穴水町・輪島市・能登町・珠洲市）
　　　    令和6年7月豪雨災害（山形県）1件（遊佐町）

ア

861,876 454,184

主な内容

決算額（単位：円）

令和５年度
(A)

令和６年度
(B)

増減(B-A)

407,692

令和５年度
実績(C)

令和６年度
実績(D)

増減(D-C)
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４　令和６年度の主な公益目的事業等詳細内容

災害ボランティア登録者の要請と活動機会の創出
　（災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ基礎・ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修参加者数計）

73 名 102 名 29 名

決算額（単位:円）

社協職員の災害支援力の向上 70 名 72 名 2 名

決算額（単位:円）

（３）●●●●●●に関する事業重点項目３　地域活動の支援

地域の人材発掘・情報発信 58 件 79 件 21 件

決算額（単位:円）

課題解決のための連携 334 回 589 回 255 回

決算額（単位:円） 0

【内容】
　足立区ＮＰＯ活動支援センターとの共催で人生100年時代の地域社会づくりに向けて足立コミュニティミック
ス連絡会を開催した。また、地域包括支援センターと連携し、活動の創出、継続支援を行った。
（ア）あだちコミュニティミックス連絡会…3回（74名）
　　　第1回「子どもの多様性　受け止める地域づくり」
　　　第2回「若者支援を知り、考える」（あだち皆援隊講座と共催）
　　　第3回「災害を学ぶ」（ボランティアスクールとの共催）
（イ）地域包括支援センターからの電話、訪問、来所による相談…589回

イ

0 0

決算額（単位：円）

令和５年度
(A)

令和６年度
(B)

増減(B-A)

733,689 1,010,798 277,109

増減(D-C)

ア

0 111,900 111,900

【内容】
　地域を支える人材の発掘や福祉情報の発信を行うため、職員が地域に出向いて地域活動者の取材を行い、活
動内容をホームページやＳＮＳを通じてＰＲするとともに、70周年記念式典において感謝状贈呈を行い、団体
同士の交流の機会を設けた。
（ア）活動リポート数　79件
（イ）70周年記念特別感謝状贈呈者活動事例集発行…400部　111,900円

主な内容
令和５年度
実績(C)

令和６年度
実績(D)

27,400 0 △ 27,400

【内容】
（ア）職員災害対策チーム会議…4回（延28名参加）
（イ）職員災害対策チームによる災害システムを活用した災害ボランティアセンター運営シミュレーションの
　　実施
（ウ）常勤職員向け研修の実施…1回（72名参加）

イ

91,390 52,000 △ 39,390

【内容】
　災害ボランティアの知識習得や関係づくり強化のため、登録希望者や登録者に対する研修や交流会、模擬訓
練への参画、災害ボランティア団体「チームあだち」への加入促進などを行った。
（ア）災害ボランティア養成基礎研修会…4回（72名参加）（前年度52名　20名の増）
（イ）災害ボランティアスキルアップ研修…1回（13名参加）（前年度21名　8名の減）
（ウ）災害ボランティア交流会…1回（17名参加）
（エ）チームあだちへの加入促進…10名新規加入(R7.3.31現在加入者数　17名）

主な内容
令和５年度
実績(C)

令和６年度
実績(D)

増減(D-C)

ウ
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４　令和６年度の主な公益目的事業等詳細内容

資源開発の推進と機会づくり 130 カ所 130 カ所 0 カ所

決算額（単位:円）

（４）●●●●●●に関する事業重点項目４　組織の基盤強化

財源確保策の検討（職員研修参加者数） 72 人 72 人 0 人

決算額（単位:円）

人材育成・人材確保の取り組み － - -

決算額（単位:円）

業務の効率化 - - -

決算額（単位:円）

主な内容
令和５年度
実績(C)

令和６年度
実績(D)

増減(D-C)

イ

0 0 0

【内容】
（ア）人材育成や確保のための取り組み
　　　①　職層に応じた役割の理解及び資格取得のため、自己申告書の変更・実施
　　　②　自己啓発のための各課所有書籍共有…書籍登録数75冊

（イ）人材確保に向けた、実習生受け入れ制度について他団体への情報収集

ウ

0 0 0

【内容】
　業務改善によるミス防止他、業務の生産性を図るための検討をPTで行った。
（ア）契約事務の研修実施に向けた検討
（イ）文書管理システムの導入・運用に向けた情報収集

ア

82,200 0 △ 82,200

【内容】
（ア）社協財政研修（常勤必須参加）の実施…1回（72名参加）
（イ）会員会費及び寄付の振込方法の拡充（クレジットカード、銀行振込、AmazonPay）（令和6年9月導入）
　　　①　振込件数…会費6件、寄付4件

（ウ）会員会費募集チラシの見直し
（エ）ホームページに寄付者の声を掲載

82,200 0 △ 82,200

主な内容
令和５年度
実績(C)

令和６年度
実績(D)

増減(D-C)

165,209

【内容】
（ア）ふれあいサロンの活動支援
　　　ふれあいサロンの立ち上げや運営の相談に応じるほか、活動費用等の助成を行った。
　　　①　新規立ち上げ　15カ所、年度末登録団体　130カ所
　　　②　助成実績
　　　　　・　新規立ち上げ助成（上限10,000円/団体）：11件　101,618円
　　　　　　　サロンの立ち上げにかかる経費
　　　　　・　会場使用料助成（上限1,500円/回 3,000円/月）：78件　450,250円
　　　　　　　サロンの活動にかかる会場使用料
　　　　　・　研修・イベント助成（上限5,000円/年）：28件 125,157円
　　　　　　　研修やイベントにかかる謝礼金等
　　　　　・　連携・交流助成（上限50,000円/年）：4件　193,373円
　　　　　　　他サロンや団体と連携してネットワークを広げる活動費
　
（イ）芸福連携の実践基盤構築に向けたアートプロジェクト（新規）
　　　地域共生社会づくりに向け、ＮＰＯ法人音まち計画との共催により、文化・芸術と福祉の連携の実践
　　基盤構築に向けたアートプロジェクトを開始した。
　　　①　芸術と福祉の連携による居場所づくりや社会参加の機会創出に関心のある方向け勉強会開催…1回
　　　　（44名）
　　　②　ワークショップ実施（開催支援）…すみだ川アートラウンド（東京藝術大学）の実践「レ・クリ
　　　　エーション」（認知症高齢者グループホームでの職員向けワークショップ）　1カ所計5回

決算額（単位：円）

ウ

733,689 898,898

令和５年度
(A)

令和６年度
(B)

増減(B-A)
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 ５　収支決算(正味財産増減計算ベース）

５　収支決算(正味財産増減計算ベース）

Ⅰ 一般正味財産増減の部   

 １　経常増減の部    

  (１) 経常収益 公益目的事業会計・収益事業等会計・法人会計 単位：円

　　　※　経常収支の構造図（P11）

科　　　目
令和5年度
決算額(A)

令和6年度
決算額(B)

比較増減
(B-A)

基本財産運用益    

 基本財産受取利息 〈1〉 0 0 0

基本財産運用益計 〈2〉 0 0 0

特定資産運用益    

 特定資産受取利息 〈3〉 4,802,385 4,580,039 △ 222,346

特定資産運用益計 〈4〉 4,802,385 4,580,039 △ 222,346

その他固定資産運用益    

 その他固定資産受取利息 〈5〉 0 0 0

その他固定資産運用益計 〈6〉 0 0 0

会費収益

 会費収益 〈7〉 8,231,300 8,698,200 466,900 社協会員からの会費

ア　団体会費2,208,200円

会費収益計 〈8〉 8,231,300 8,698,200 466,900

寄附金収益

 寄附金収益 〈9〉 8,131,272 7,136,629 △ 994,643

イ　指定寄附金400,000円

寄附金収益計 〈10〉 8,131,272 7,136,629 △ 994,643

受取補助金等収益    

 受取区補助金 〈11〉 598,335,092 664,747,650 66,412,558

イ　清掃事業補助金12,920,000円

 雇用支援機構補助金 〈12〉 13,878,000 14,268,000 390,000

の補助金

　　14,268,000円

概要
（内訳・主な増減理由など）

福祉ボランティア基金受取利息の債権

満期買替による利息収入減

　474,900円増（8町会増)

　　給与改定による65,491,574円増

人件費に対する足立区からの補助金

ア　人件費補助金635,805,861円

ア　経常経費寄附金6,164,849円

　　高額寄附(1,000,000円2件)受領による増

ア　障がい者雇用関係補助金

高齢・障害・求職者雇用支援機構から

　　清掃箇所(1拠点)の増及び清掃面積

　(1拠点)の増による550,000円増

　　前年度「精神障がい者のため」の高
額寄附受領による1,000,000円減
ウ　指定寄附金(物品含む)571,780円
　　前年度高額寄附(軽自動車、車いす
33台等)受領による2,005,220円減
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 ５　収支決算(正味財産増減計算ベース）

科　　　目
令和5年度
決算額(A)

令和6年度
決算額(B)

比較増減
(B-A)

概要
（内訳・主な増減理由など）

 共同募金配分金 〈13〉 10,281,054 11,287,308 1,006,254

 受取助成金 〈14〉 0 0 0

受取補助金等収益計 〈15〉 622,494,146 690,302,958 67,808,812

受託金収益    

 東京都補助金収益 〈16〉 0 540,000 540,000 ア　同行援護事業

　　障害福祉サービス等職員住宅支援

　特別手当事業補助金の創設による

　540,000円増

 足立区受託金収益 〈17〉 47,962,380 49,505,491 1,543,111

　　託金

 東社協受託金収益 〈18〉 53,060,569 53,933,000 872,431

に対する委託金

　　人件費(派遣職員費分)の増額による

　受託金698,431円増

　　人件費分増のため受託金

　174,000円増

受託金収益計 〈19〉 101,022,949 103,978,491 2,955,542

事業収益    

 自主事業収益 〈20〉 0 0 0

 受託事業収益

　事業収益 〈21〉 36,718,558 38,502,477 1,783,919

　清掃事業収入

　2,182,183円増

イ　地域福祉権利擁護事業における

　利用料収入

　介護保険事業収益 〈22〉 199,527,389 205,697,250 6,169,861

東京都社会福祉協議会からの委託業務

ア　生活福祉資金特例貸付事業

イ　地域福祉権利擁護事業

　　活動時間の増加による1,480,920円増

ア　ファミリー・サポート・センター事業受

　　募金額増による1,087,982円増

ア　歳末たすけあい配分金7,964,719円

東京都共同募金会からの令和5年度募金

実績による令和6年度地域福祉活動費

　　短時間労働(18人)の増による

　　390,000円増

各事業における利用料・会費等による収入

ア　障がい者保護雇用清掃事業における

　　建物日常清掃委託費の増による

　　契約件数の減少による435,700円減

包括支援センター事業(基幹・関原・梅島

島根)及び要介護認定訪問調査事業に

おける足立区からの事業収入

ア　要介護認定訪問調査事業受託事業収入
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 ５　収支決算(正味財産増減計算ベース）

科　　　目
令和5年度
決算額(A)

令和6年度
決算額(B)

比較増減
(B-A)

概要
（内訳・主な増減理由など）

　　事業収入7,129,000円増

　障害福祉サービス等事業収益 〈23〉 32,464,023 32,848,895 384,872

事業収益計 〈24〉 268,709,970 277,048,622 8,338,652

雑収益    

 受取利息 0

 雑収益 〈25〉 4,054,305 1,801,892 △ 2,252,413

雑収益計 〈25〉 4,054,305 1,801,892 △ 2,252,413

サービス活動収益計 〈26〉 1,017,446,327 1,093,546,831 76,100,504

受取利息配当金収益

　受取利息配当金収益 1,591,736 1,912,600 320,864

その他のサービス活動外収益

　受入研修費収益 175,400 247,000 71,600

指導料増

サービス活動外収益計 〈27〉 1,767,136 2,159,600 392,464

経常収益（26+27） 〈28〉 1,019,213,463 1,095,706,431 76,492,968

ア　事務局運営事業

イ　基幹地域包括支援センター事業

　　認知症推進委員配置換えにより受託

ウ　地域包括支援センター関原事業

ア　同行援護事業

　　利用件数減少による介護給付費収入の

　　事業収入8,724,965円減

金利上昇による利息収入増

実習生受入件数増加による実習生

　　認知症推進委員配置換えにより受託

　雑収益333,531円減

　　職員の年度途中退職による東社協

　共済会掛金収益収入138,608円減

イ　事務局運営事業

ウ　緊急援護事業

　　過年度償還金増額によるその他の

　　通訳者派遣件数増加による受託事業

　収入1,135,460円増

　　職員の退職による東社協共済会掛金

　差益収入1,676,560円減

　前年度比849,092円減

　7,705,500円増

　　受託料単価の増額による訪問調査料

イ　手話通訳者派遣事業
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 ５　収支決算(正味財産増減計算ベース）

科　　　目
令和5年度
決算額(A)

令和6年度
決算額(B)

比較増減
(B-A)

概要
（内訳・主な増減理由など）

特定資産運用益計 特定資産受取利息

会費収益計 会費収益

寄附金収益計 寄附金収益

受取区補助金
受取補助金等収益計 雇用支援機構補助金

共同募金配分金

東京都補助金収益
足立区受託金収益
東社協受託金収益

事業収益
経常収益 事業収益計 介護保険事業収益

障害福祉サービス等事業収益

雑収益系計 雑収益

受取利息配当金収益
受入研修費収益

サービス活動収益計

受託金収益計

サービス活動外収益計
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 ５　収支決算(正味財産増減計算ベース）

  (２) 経常費用 単位：円

科　　　目
令和5年度
決算額(A)

令和6年度
決算額(B)

比較増減
(B-A)

人件費    

　職員給与 〈29〉 352,131,819 375,793,071 23,661,252

　職員賞与 〈30〉 93,068,863 95,288,051 2,219,188

　賞与引当金繰入 〈31〉 54,685,019 58,992,088 4,307,069

　非常勤職員給与 〈32〉 209,363,124 214,043,563 4,680,439

　派遣職員費 〈33〉 47,201,457 42,077,566 △ 5,123,891

職員数の減

　退職給付費用 〈34〉 33,858,770 32,093,492 △ 1,765,278

　法定福利費 〈35〉 114,781,304 121,214,750 6,433,446

事業費    

　諸謝金 〈36〉 18,864,160 20,674,160 1,810,000

提供会員の謝礼単価増(680円→720円)

及び活動件数・時間増　1,571,170円増

　旅費交通費 〈37〉 1,467,027 1,650,147 183,120

　消耗器具備品費 〈38〉 17,264,318 16,314,978 △ 949,340

　印刷製本費 〈39〉 485,072 588,870 103,798

　修繕費 〈40〉 21,800 0 △ 21,800

　通信運搬費 〈41〉 379,067 408,295 29,228

　会議費 〈42〉 45,990 63,228 17,238

　広報費 〈43〉 9,964,808 9,970,147 5,339

　業務委託費 〈44〉 44,625,005 15,195,049 △ 29,429,956

　手数料 〈45〉 1,569,990 1,573,710 3,720

　保険料 〈46〉 2,704,435 2,490,800 △ 213,635

　賃借料 〈47〉 466,695 497,120 30,425

　租税公課 〈48〉 0 200 200

　援護費 〈49〉 1,130,714 1,275,180 144,466

　雑費 〈50〉 171,200 193,700 22,500

事務費

　福利厚生費 〈51〉 3,742,431 5,464,480 1,722,049 ア　従業員援助プログラムを福利厚生費

　からの支出としたことによる

　990,000円増

イ　産業医面談の予防的な実施に伴う、

　件数(延18人→延103人)及び時間数増

　(6時間→34.5時間)による564,000円増

　職員被覆費 〈52〉 0 8,000 8,000 空調服等助成金制度の新設による増

概要
（内訳・主な増減理由など）

給与改定による増

給与改定による増

給与改定による増

非常勤職員賞与改定による増

育児休業取得職員数減に伴う代替派遣

定年退職者への退職給付減

職員給与等増額に伴う社会保険料等

の増

ファミリー・サポート・センター事業

指定寄附による車いす購入減　

825,220円減

遺贈寄附金を原資とした、区内小中学校

への図書寄贈を前年度実施したことに

よる33,480,767円減
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 ５　収支決算(正味財産増減計算ベース）

科　　　目
令和5年度
決算額(A)

令和6年度
決算額(B)

比較増減
(B-A)

概要
（内訳・主な増減理由など）

　旅費交通費 〈52〉 2,134,761 2,392,724 257,963

　研修研究費 〈53〉 1,019,936 1,364,330 344,394

　増による213,700円増

　参加増による226,700円増

　事務消耗品費 〈54〉 9,276,015 6,237,258 △ 3,038,757 ア　組織運営事業

　　非常食及び防災服を前年度購入し

　たため533,099円減(7年毎に購入)

イ　生活福祉資金特例貸付事業

　982,049円減

ウ　ボランティアセンター運営事業

　　災害関係の物品を前年度購入した

　ことによる636,160円減

　印刷製本費 〈55〉 732,963 766,441 33,478

　水道光熱費 〈56〉 8,184,773 8,840,609 655,836

　　261,840円増

　　309,269円増

　燃料費 〈57〉 106,069 78,925 △ 27,144

　修繕費 〈58〉 1,549,487 1,395,365 △ 154,122

　通信運搬費 〈59〉 11,113,488 11,133,137 19,649

　会議費 〈60〉 52,128 50,408 △ 1,720

　広報費 〈61〉 2,048,030 2,231,174 183,144

　業務委託費 〈62〉 15,705,889 16,071,772 365,883

　手数料 〈63〉 7,186,449 5,703,153 △ 1,483,296

　初期費用128,792円増

　　システム入替に伴う契約解除違約金

　1,653,336円減

　保険料 〈64〉 978,085 1,318,640 340,555

　　コロナ禍の収束により再開したサロン

　が増加したことによる180,170円増

イ　事務局運営事業

　　雇用トラブル対応保険の新規加入に

　よる99,870円増

　賃借料 〈65〉 23,406,544 23,257,691 △ 148,853

ア　介護支援専門員更新研修対象者数

イ　民生・児童委員協議会視察研修の

電気料金値上げのため

ア　基幹地域包括支援センター事業

イ　要介護認定訪問調査事業

　　事務消耗品費の節減による

ア　事務局運営事業

　　給与計算システムクラウド化による　

イ　地域包括支援センター関原事業

　が前年度発生したことによる

ア　ふれあいサロン支援事業
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 ５　収支決算(正味財産増減計算ベース）

科　　　目
令和5年度
決算額(A)

令和6年度
決算額(B)

比較増減
(B-A)

概要
（内訳・主な増減理由など）

　租税公課 〈66〉 6,511,800 8,167,510 1,655,710

　保守料 〈67〉 6,605,455 6,791,609 186,154

　渉外費 〈68〉 158,000 252,000 94,000

懇親会等の参加回数の増による

92,000円増

　諸会費 〈69〉 555,380 618,880 63,500

　雑費 〈70〉 341,500 464,405 122,905

分担金費用

　分担金費用 〈71〉 417,601 1,250,000 832,399 民生・児童委員PR週間及びこころの

健康ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙの出展規模拡大による

832,399円増

助成金費用

　助成金費用 〈72〉 6,002,574 6,160,993 158,419

　67,605円増

負担金費用

　負担金費用 〈73〉 21,000 41,000 20,000 福祉救援活動資金援助制度の創設

による拠金20,000円増

減価償却費 〈74〉 3,469,044 3,686,818 217,774

国庫補助金等特別積立金取崩額 〈75〉 △ 229,130 △ 229,130 0

サービス活動費用計 〈76〉 1,115,340,909 1,123,916,357 8,575,448

サービス活動外費用計 〈77〉 0 0 0

経常費用計（76+77） 〈78〉 1,115,340,909 1,123,916,357 8,575,448

課税収入増額による消費税増

民生・児童委員及び町会等との連絡会、

福利厚生センター共済事業給付金(労働

災害見舞金)の発生により109,000円増

　の活動助成金増による100,814円増

ア　足立区社会福祉法人連絡会

　自動販売機収益の増による

イ　ボランティア活動助成事業

　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟ及びふれあいｻﾛﾝ へ
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